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秋田県立大学総合科学教育研究センターの概要 

 総合科学教育研究センターの沿革 

総合科学教育研究センター（以下本センターと略記）は、平成 11 年（1999 年）

４月の本学開学時に、教養基礎教育科目と各学部に共通する教育及び研究を行うた

めの独自の組織として設置された。平成 28 年度現在では、教養基礎教育の重要性

を踏まえ、教養基礎教育科目（教養教育、外国語、保健体育、情報科学）のほか、

大学院研究科の共通基礎・学際科目等の教育及び研究を行うための組織（人間科学

研究グループと英語グループ）として、専任の教員（教授８名、准教授５名、助教

２名）を配置している。 

 本センターの理念・目的 

知の土台を形成し、人間性を陶冶する「教養教育」の重要性は、急激に変化する

社会状況において一段と高まっている。そうした現実に鑑み、本センターでは、グ

ローバルな視点と地域の持続的発展に寄与するローカルな視点とを併せ持ち、科学

技術の進展等の諸変化にも自律的に対応し得る「統合された知」の基盤を涵養する

ことを基本理念としている。それを実現するために、専門分野の枠を超えて共通に

求められる知識や思考法等の知的技術（スキル）、人間としての在り方や生き方に

対する深い洞察力、そして現実を柔軟且つ的確に認識・理解する力を身に付けさせ

ることを、目標として設定している。

この理念と目標を踏まえ、本センターでは、システム科学技術学部・生物資源科

学部及び両研究科の専門教育と連携を図りながら、教養基礎教育科目の教授を中心

に学部学生の教育を支援する。また、大学院における総合的教養教育においても、

その教育機能（役割）を果たしてゆく。

 本センターの教育目標 

本センターが主に担当する教養基礎教育は、教養の基礎を固めるだけでなく、専

門分野の研究活動を行い、さらに、将来にわたって幅広く柔軟に物事を考えていく

上で必要となる豊かな感性、鋭敏な分析能力、実践的な英語能力と情報処理技術等

を養成しており、専門教育と連動した相乗効果を生むように図られている。同時に、

先端技術の開発が目指すものは最終的に人々の幸福な生活であるという認識に根

ざし、人間や社会を複眼的・広角的に捉えることのできるグローバルな視点を身に

付けた人材の養成を図っている。

 本センターが担当するカリキュラム 

本学の教育課程は、大きく分けて、全学共通内容の科目群である「教養基礎教育

科目」と、学部ごとに内容が異なる「専門教育科目」、教職免許状を取得しようと
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する学部生が履修する「教職科目」で構成されている。

教養基礎教育科目は、教養教育科目、外国語科目、保健体育科目、情報科学科目、

初年次・キャリア教育科目から成り、幅広い教養、柔軟な思考力と豊かな感性、国

際社会で通用するコミュニケーション能力、心身の健康を保持増進する素養など、

社会における基礎的能力の養成を通した次世代を担う人材育成を目的としている。

専門教育科目は、学部内共通のシステム科学技術基礎科目（システム科学技術学

部）、専門基礎科目（生物資源科学部）及び学科ごとの専門科目から成り、学部規

程に定めた学部・学科ごとの学問領域における細分化された個別専門分野の知識や

技術の修得等を目的としている。

教職科目は、教職免許状取得を希望する学生のために設けられている。そのため、

教育職員免許法及び同法施行規則の定める所定の単位を修得できるよう教育課程

を編成している。本学が文部科学省から認定されている教育課程は、システム科学

技術学部の高校一種免許（理科・工業）と、生物資源科学部の高校一種免許（理科・

農業）についてのものである。

本センターではこれらのうち、教養基礎教育科目の大半、教職科目の主要部分、

そして学部内共通のシステム科学技術基礎科目（システム科学技術学部）、及び専

門基礎科目（生物資源科学部）の一部科目を担当している。

 本センターが担当するキャンパス 

本学には、秋田キャンパス（秋田市）、本荘キャンパス（由利本荘市）、大潟キャ

ンパス（南秋田郡大潟村）、木材高度加工研究所（能代市）の４つの施設がある。

本センター教員は、生物資源科学部・生物資源科学研究科が設置されている秋田キ

ャンパス及びシステム科学技術学部・システム科学技術研究科が設置されている本

荘キャンパスで授業を担当している。担当授業数が多い英語担当教員はどちらか一

方のキャンパスで、それ以外の教員は両キャンパスを行き来して授業を担当してい

る。

 本センターのその他の特長 

本学は、大学全体として以下の特長を有しているが、本センターにおいてもこれ

らの特長を生かした教育が行われている。

 クサビ型カリキュラム：１年から専門科目を履修でき、また一方で、３～４

年生でも教養科目を学べるカリキュラムシステムである。

 放送大学との連携体制：放送大学との間で、英語以外の外国語等の教養基礎

教育科目の学修機会を学生に提供することを目的に、単位互換協定を締結し

ている。これに関連し、教務・学生委員会において、放送大学の授業科目等

の取扱いを定め、授業科目の選択や授業期間、単位認定試験の方法等につい

て、統一した運用を行っている。
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 就職支援体制が充実した大学：開学以来 12 期生までほぼ 100％の就職率を達

成してきている。教養科目の中に、平成 24 年度から「現代の働く環境」、平

成 25 年度から「コミュニケーション入門」を追加し、学生のキャリア形成の

支援を強化してきたところである。また平成 23 年度からは学生ポートフォリ

オを導入し、1年次から学生に大学生活の目標を意識させることとしている

ほか、社会人基礎力診断などの各種アセスメントを通じて学生に成長のきっ

かけを提供している。 

 学生自主研究：本学では１~２年次に、教員の支援指導を受けながら独自の

テーマで研究を行う、「学生自主研究」制度が開学以来実施されている。入学

後の早い時期に研究活動を実践することを通して、問題発見能力や解決能力

の養成が期待されている。この取組は主に学部教員によって実施されるが、

各教員の専門分野により本センター教員が主担当・副担当教員として指導す

ることもある。平成 23~27 年度において、本センター教員が主担当として関

わった自主研究は６件である。

 国際交流：本学のグアム大学夏期語学研修プログラム、米国オレゴン州語学

研修プログラム、カナダ・ブリティッシュコロンビア大学夏期語学研修プロ

グラム、カナダ・ビクトリア大学夏期語学研修プログラム（期間は約２～３

週間）等の語学研修プログラムは、主に本センター教員の提案・企画・引率

により、実施されている。

 本センターの概略 

表 1. 本センターの概略

項目 内容 

設置 教養教育、語学教育、保健体育教育、情報教育その他の各学部に共通する教育

及び研究を行うための組織として総合科学教育研究センターを置く。 

協議会 総合科学教育研究センターに総合科学教育研究センター協議会を置く。 

協議会の組織 (1) 総合科学教育研究センター長 

(2) 総合科学教育研究センターに所属する教授２名 

(3) 総合科学教育研究センターに所属する教員で学長が指定した者 

(4) 学部ごとに所属する教授２名 

(5) その他学長が指定した者 

協議会の審議

事項 

(1) 授業科目の種類及び編成に関する事項 

(2) その他センターの教育及び研究に関する重要な事項 

所在 秋田キャンパス（秋田市）及び本荘キャンパス（由利本荘市）に設置し、秋田

キャンパスの同センターが本部機能を担っている。 

（出典・参考資料：「大学学則（学生便覧Ⅷ）」、「総合科学教育研究センター協議会規程（別添①）」）
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自己点検・評価結果

表２. 自己点検・評価総括表 

項 目 評価* 理由 

Ⅰ 教育
領域 

１．教育目標の 
設定と公開 

４ 

教育目標は明確に設定され、本センターＨＰに
公開されている。また、新入生対象に本センター
独自のオリエンテーションを各学部で開催してい
るが、その際に、本センターの教育目標を明示す
ることで学生への周知を図っている。 
しかしながら、大学案内、学生便覧等には学部

の教育目標が中心に記載されるため本センターの
教育目標は概略程度しか掲載されていない。今後
は学内外の媒体においても本センターの教育目標
を周知する努力が必要である。 

２. 教育手段  

（１）教育課程の設
計、教育手段

４ 

本センターは大学全体の教育に関わっているこ
とから、教育課程編成は、「カリキュラム編成にお
ける基本的な考え方」に依っている。その上で、
システム科学技術学部・生物資源科学部及び両研
究科の専門教育と連携を図りながら、教育を支援
するという非常に困難な役割を担っている。そん
な中でも、クサビ型カリキュラムを採用し、１年
次から専門科目等を配置する一方で、問題解決能
力と基礎的能力の双方を兼ね備えた人材育成を行
うための教養教育科目が高学年でも履修できるよ
う配置され、全体としてバランスのとれた構成と
なっている。さらに、放送大学との間で英語以外
の外国語等の教養基礎教育科目の単位互換協定を
締結し、学修機会を学部生に提供している。 
しかしながら、担当する学部がふたつの異なる

キャンパスに分かれており、共通教育にもかかわ
らず学部独自のカリキュラムも中には存在するこ
とから、できる限り共通させる努力が必要である。

（２）教育の実施 ５ 

設計された教育課程に基づいて着実に実施され
ている。各科目のシラバスも本センターのＦＤ委
員が内容を確認し、授業外学習時間の確保が明示
されているかなど踏み込んだ対応をしている。授
業に当たってはＦＤ研修を活かしたわかり易い授
業を心掛け、学習成果を適正に評価している。ま
た学生指導に関しては、学部教員と連携を取りつ
つ行い、「数学・物理駆け込み寺」など専門基礎科
目に関しても主導的な役割を果たしている。さら
に、教職課程や国際交流においても本センターの
教員が主導的に学生指導の役割を果たしている。

（３）教育組織 ５ 

本センターの運営に当たっては、総合科学教育
研究センター協議会を設け、本センター長や本セ
ンター教員だけでなく、学長が指名する両学部の
教員も委員として授業科目の種類及び編成に関す
る審議を行うなど、全学的な体制で教養基礎教育
のあり方を審議している。同時に本センター長は、
部局長会議の構成員（理事長ほか役員、学部長等
で構成）となるなど、大学の運営方針等にも関わ
っている。本センター所属教員は、両キャンパス
に配置されているが、担当する授業の内容によっ
ては、教員が両キャンパスを往来し、学生に負荷
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を生じさせない支援体制が維持されている。また、
本センター全体としてＦＤ活動に積極的に取り組
み、すべての教員がティーチング・ポートフォリ
オを公開し、学生授業アンケートなどに対応した
情報を発信している。 

（４）教育環境・ 
学生支援 

４ 

図書情報センターには研究用、教育用の図書が
整備されており、毎年、ほぼ一定の本センター選
書枠が確保されている。CALL 教室の設備や体育機
器の維持・修繕など潤沢ではないが、きっちり確
保されている。学生支援に関しても、就学・経済
的・生活支援、さらに就職・進学支援などできる
限りの支援は行っている。 
 しかしながら、各キャンパスに CALL 教室が１教
室しか配置されておらず、授業数に対してやや不
足気味である。リテラシー室などの利用も今後検
討すべきである。 

３. 教育（到達）
 目標の達成 

４ 

各科目の成績は、試験及び授業態度などに基づ
き総合的に評価している。成績の評価は共通の指
標に基づき行われている。 
しかしながら、教員間のばらつきも見受けられ

ることから、今後、ＧＰＡに関する議論を学内的
に深めていく必要がある。 

４. 教育の点検と
改善 

５ 

各キャンパスのＦＤ分会には本センター所属の
教員がそれぞれ委員として参加しており、本セン
ター教員会議などで授業方法改善についての様々
な情報を共有するよう努めている。また教育課程
についても恒常的に見直しを進め、必要に応じて、
カリキュラムの見直しも行っている。 

Ⅱ 研究
領域 

１．研究分野と研
究体制 

５ 

本センターの特性上、専門分野は幅広く、様々
な課題に対し個々の教員が専門性を生かした研究
を遂行している。また、本センター内のみならず、
学部教員との学際的な共同研究も展開されてお
り、研究・教育両面において有効に機能させてい
る。 

２．研究活動と成
果 

５ 

研究成果の発表は、著書、論文、学会発表など
によって活発に行われている。本センターでは毎
年、『総合科学教育研究センター彙報』を発行し所属
教員の成果発表を促進しているが、それ以外にも、
国内外での学会発表にも積極的に取り組んでいる。

３．研究費、研究
環境等 ５ 

研究遂行に必要な学内資金（競争的資金を含
む）、研究環境は確保されている。また、本センタ
ー教員は外部の競争的資金の獲得に積極的であ
り、科研費等の新規獲得件数は過去５年間で 33 件
と大きな成果を上げている。科研費のみを見ても、
教員数に対する科研費保持率は大学全体の平均を
大きく上回っている。 

Ⅲ 地域貢献領域 ５ 

本学の秋田県立という性質上、また本センター
教員の専門分野の多様性から、行政機関など地域
からの要望も多様であり、これらに対応して数多
くの地域貢献業務を行っている。特に審議会・審
査会への参加、高大連携に関わる講座や健康・福
祉関係の講座はかなり充実している。 

＊５段階評価（括弧内は 100 点満点の目安）   

５：標準を上まわる（81～100） ４：標準をやや上まわる（61～80） ３：標準的である（41

～60） ２：標準よりやや劣る（21～40） １：標準より劣る（１～20） 
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Ⅰ 教育領域 

１．教育目標の設定と公開 

（１） 教育理念と教育目標 

 知の土台を形成し、人間性を陶冶する「教養教育」の重要性は、急激に変化す

る社会状況において一段と高まっている。そうした現実に鑑み、本センターでは、

グローバルな視点と地域の持続的発展に寄与するローカルな視点とを併せ持ち、

科学技術の進展等の諸変化にも自律的に対応し得る「統合された知」の基盤を涵

養することを基本理念としている。それを実現するために、専門分野の枠を超え

て共通に求められる知識や思考法等の知的技術（スキル）、人間としての在り方

や生き方に対する深い洞察力、そして現実を柔軟且つ的確に認識・理解する力を

身に付けさせることを、目標として設定している。 

 この理念と目標を踏まえ、本センターでは、システム科学技術学部・生物資源

科学部及び両研究科の専門教育と連携を図りながら、教養基礎教育科目の教授を

中心に学部学生の教育を支援する。また、大学院における総合的教養教育におい

ても、その教育機能（役割）を果たしてゆく。

（出典・参考資料：「総合科学教育研究センターの理念と目標（別添②）」）

このような本センターの理念・目的は、以下に示した本学の基本理念の教育目

的を踏まえたものである。

【大学の基本理念】

本学は、真理探究の精神と、未来を切り拓く幅広い視野・柔軟な発想や豊かな想

像力を兼ね備えた、21 世紀を担う次世代の人材を育成することを目的とする。さ

らに本学は、先端的な科学の研究及び技術の開発を行うことにより、地域産業の

高度化を通じた本県の産業振興に寄与するとともに、県民に対して生涯にわたる

高度な教育機会を提供することにより、本県の持続的発展に大きく貢献すること

を目的とする。（出典・参考資料：「秋田県立大学の概要（学生便覧Ⅰ）」）

（２） 学内外への公開、教員、学生への周知 

本センターの理念、教育目標は、大学案内、学生便覧、秋田県立大学及び本セ

ンターのホームページなどの媒体を通して学内外へ公開することにより、教員及

び学生への周知を図っている。また、公開講座、オープンキャンパス、県内高校

との高大連携授業など様々な機会を捉えて本センターの理念・目的及び教育目標

の周知に努めている。

（本センターHP：http://www.akita-pu.ac.jp/gakubu/gakubu0300.htm）

２．教育手段 

（１） 教育課程の設計 

（出典・参考資料：「カリキュラム編成における基本的な考え方（別添③）」）
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① 体系的教育課程の編成 

本学教育課程の編成に当たっては、「カリキュラム編成における基本的な考え方」

（別添③）を作成している。本学の教育課程は、大きく分けて、全学共通内容の

科目群である「教養基礎教育科目」と、学部ごとに内容が異なる「専門教育科目」、

教職免許状を取得しようとする学部生が履修する「教職科目」で構成している。 

教養基礎教育科目は、教養教育科目、外国語科目、保健体育科目、情報科学科

目、初年次・キャリア教育科目（生物資源科学部のみ）から成り、幅広い教養、

柔軟な思考力と豊かな感性、国際社会で通用するコミュニケーション能力、心身

の健康を保持増進する素養など、社会における基礎的能力の養成を通した次世代

を担う人材育成を目的としている。 

専門教育科目は、学部内共通のシステム科学技術基礎科目（システム科学技術

学部）、専門基礎科目（生物資源科学部）及び学科ごとの専門科目から成り、学部

規程に定めた学部・学科ごとの学問領域における細分化された個別専門分野の知

識や技術の修得等を目的としている。 

この両者を学ぶことによって、学部生は幅広い視野から真理を探究するととも

に、自ら問題を発見し、解決する能力の習得を目指しており、その過程で本セン

ター教員が主に担当するのは全学共通の教養基礎教育科目、教職科目、システム

科学技術基礎科目、生物資源科学部専門基礎科目である（表Ⅰ-1 の網掛け部分）。

表Ⅰ-１.教育課程の構成

教養基礎教育科目（全学共通）

【目的】幅広い教養、柔軟な思考力と豊かな感性、国際社会で通用するコミュニケーション能力、心身の健

康を保持増進する素養など、社会における基礎的能力の養成を通した次世代を担う人材育成 

１）教養教育科目：文学・文化学、哲学・倫理学、心理学、社会学、総合科目、等 

２）外国語科目：CALL、科学英語、総合英語、英文講読、英会話、実践英語、等 

３）保健体育科目：体育実技、保健体育 

４）情報科目：コンピュータリテラシー 

５）初年次・キャリア教育科目（生物資源科学部のみ）：フレシャーズ・セミナー、インターンシップ、等

教職科目（全学共通）

【目的】教育職員免許状取得 

１）教職科目：教師論、教育原理、教育心理、教育制度論、教育課程論、教育方法論、等

専門教育科目（学部、学科別）

【目的】学部規程に定めた学部・学科ごとの学問領域における細分化された個別の専門分野についての知識

や技術の修得 

（システム科学技術学部） 

１）システム科学技術基礎科目（学部共通）：創造科学の世界、解析学Ⅰ・Ⅱ、基礎数学、基礎物理学、等 

２）専門科目 

  ①機械知能システム学科専門科目：材料力学、熱力学、機械設計工学、計測工学、等 
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  ②電子情報システム学科専門科目：電気回路学、エネルギー工学、電気・電子材料学、等 

  ③建築環境システム学科専門科目：建築設計基礎、建築計画、構造力学、建築材料学、等 

  ④経営システムエ学科専門科目：ミクロ経済学、マクロ経済学、管理会計、数理会計、等 

  ⑤インターンシップに関する科目：インターンシップ 

（生物資源科学部） 

１）専門基礎科目（学部共通）：数学Ⅰ・Ⅱ、生物化学への招待、バイオテクノロジーと人間、等 

２）専門科目 

  ①学部共通科目：植物学概論、土壌学、地域資源経済学、植物生理学、植物病理学、等 

  ②応用生物科学科専門科目：有機物理化学、遺伝子工学、細胞生物学、応用微生物学、等 

  ③生物生産科学科専門科目：生物生産技術論、植物栄養学、植物保護学、育種学、等 

  ④生物環境科学科専門科目：生態学概論、気象学、自然生態管理学、環境社会学、等 

  ⑤アグリビジネス学科専門科目：卒業論文、等 

  ⑦木材高度加工研究所開講科目：木材をめぐる旅、森林資源利用学

（出典・参考資料：「履修のために（学生便覧Ⅱ）」）

② 教育課程の編成方法 

「カリキュラム編成における基本的な考え方」では、教育課程の編成・実施方

針に基づいたカリキュラムを作成すること、必修・選択科目等の配置バランスや、

セメスター毎の科目配置数のバランス、授業科目の順次性等に留意すること、各

学部、各学科における具体的な科目配置等について示している。さらに、上述の

「基本的な考え方」では、本学が採用しているクサビ型カリキュラム（図１）の

実施のため、専門科目や教養基礎教育科目の配置等を具体的に示しており、カリ

キュラム編成担当者の交代によってカリキュラムの内容に変更が生じないように、

その一貫性の保持を図っている。 

また、上述の「基本的考え方」をカリキュラム編成担当者以外の教員にも周知

することで、本学の教育方針について理解の深化を導き、他の授業科目との連携

も考慮した教育を実践している。

③ 教育課程の検証 

作成されたカリキュラムについては、教務委員会が中心となり、教育課程の編

成・実施方針及び「カリキュラム編成における基本的な考え方」に沿ったもので

あるかどうかを検証している。 

検証では、科目ナンバリング制度（別添④）により、配置された授業科目の順

次性を確認し、カリキュラムマップ（別添⑤）により、学問領域別の科目構成、

必修・選択科目等の配置バランス、セメスターごとの科目配置数のバランスの適

切性を確認している。 

なお、教育課程の決定に当たっては、教育本部長を委員長とする全学の教務・

学生委員会で教育課程の編成・実施方針に沿ったものであるか等について慎重に
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審議し、さらに役員会及び教育研究協議会において従前からの主な改正点等を報

告することで、教育課程の内容・水準を包括的且つ全学的に確認している。 

④ 学生に対する教育課程の周知 

本学の教育課程については、本学の基本理念・教育目標及び教育課程の編成・

実施方針が明示された学生便覧や、授業科目の開設状況等を記載したカリキュラ

ム表を配布しているほか、全学科及び本センターで開催する新入生オリエンテー

ション等の機会に学生に周知し、学生が自らの将来像を考えて履修計画を立てら

れるような指導を行っている。 

図１.クサビ型カリキュラムの概要 

（出典・参考資料：「大学案内 2017」）     

⑤ 具体的な教育課程（「履修のために（学生便覧Ⅱ）」参照）

【教養基礎教育科目】 

教養基礎教育科目は、基本的に全学に共通する科目であり、教養教育科目、外

国語科目、保健体育科目、情報科学科目の総称である（生物資源科学部のみ初年

次・キャリア教育科目を含む）。 

 教養教育科目 

教養教育科目は、教養基礎教育科目の中の人文・社会科学分野の科目である。

このうち、「文学・文化学」、「哲学・倫理学」、「心理学」、「社会学」、「経済学」

「法学（日本国憲法）」の各分野は、人文、社会科学の基本となる学問分野で

ある。そして、総合的に物事にアプローチする見方を養うため、これらの担当

教員を主体としたオムニバス方式で、「総合科目Ｉ」及び「総合科目Ⅱ」を開

講している。また、職業観・勤労観を育み働くことに関する知識を養うため「現
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代の働く環境」を、コミュニケーションの基礎となる「自己」「他者」「自己と

周囲との関係」を理解し把握できるようにするため「コミュニケーション入門」

をそれぞれ開講している。さらに、秋田県の持続的発展に貢献することを基本

理念とする本学ならではの取り組みとしてオムニバス形式の「秋田の歩き方入

門」（生物資源科学部）を開講し、他の部局等とともに基調講義やグループ学

修指導を行っている。本学では、教養教育科目の中から 10 単位以上修得する

ことを卒業の要件としており、クサビ型カリキュラムの趣旨から、教養教育科

目は高年次でも履修可能である。

 外国語科目 

外国語に関しては、現代における科学技術分野での事実上の共通語である英

語のみを必修としている。さらに実用英語を重視し、社会人として、また研究

者・技術者として、実社会で実際に使える英語の習得を目指している。 

まず、第１、第２セメスターにおいては、CALL 教室を活用してコミュニケー

ション能力を重視した「CALLＩ」と「CALLⅡ」を開講するとともに、英語の総

合的能力を高める「総合英語Ｉ」を開講している。また履修の条件を満たした

学生には「CALLＩ」との選択必修科目として理系的な専門分野の題材を扱う「科

学英語」を開講している。その基礎の上に立って、第３セメスター以降におい

ては、学生各自の関心や必要に応じた科目を選択科目として開講している。選

択科目においては、各能力の向上・発展を目指し、資格取得も視野に入れ「英

会話」、「英語表現」、「英文講読Ｉ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」、「総合英語Ⅱ」、「実用英語」、

「実践英語Ｉ・Ⅱ」を開講している。 

 保健体育科目 

生涯にわたる健康教育、スポーツ実践の基礎的理論及び技能の習得を図るた

め、講義科目１科目（「保健体育」）と実技科目２科目（「体育実技Ｉ・Ⅱ」）を

開講している。具体的には、第１・第３セメスターにおいて、選択科目として

「体育実技Ｉ・Ⅱ」を開講し、体育施設棟、テニスコート、陸上競技場、野球

場等を利用して、運動・スポーツの基礎的技能・知識を習得し、安全な運動実

践能力を養成する。第２・第４セメスターにおいて、選択科目として「保健体

育」を開講し、講義室等を利用して、健康・スポーツ科学の基礎的理論を習得

し、健康で安全な生活を営むのに必要な習慣、態度を養成する。 

 情報科学科目 

高度情報化社会に対応して情報処理能力の向上を図るため、コンピュータリ

テラシー教育を、入学直後から徹底的に行う。具体的には、第１・第２セメス

ターにおいて、必修科目として「コンピュータリテラシーＩ・Ⅱ」を開講し、

充実したコンピュータ設備を駆使して、今後の情報化の進展への対応に必須で、
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且つ、本学の実験・実習や卒業研究等でも必要不可欠な情報処理の基礎的能力

を養成する。なお、当科目は、教養基礎教育科目に分類されているが、本セン

ター教員ではなく、学部教員が担当している。 

 初年次・キャリア教育科目（※生物資源科学部のみ） 

高校から大学への移行をスムーズにするため、第 1セメスターにおいて必修

科目として「フレッシャーズ・セミナー」が開講されているが、同講義内にお

いて本センター教員が「教養科目を学ぶ意義」「目標設定の重要性（キャリア

形成のあり方）」について分担講義を行っている。また第 3セメスター、第 5

セメスターにおいて自由科目として「インターンシップＡ・Ｂ」が開講されて

いるが、本センター教員が事前研修の支援を行っている。また教職科目「職業

指導（農業）」を本センター教員が担当している。 

 放送大学の授業科目 

英語以外の外国語については、本学の教員による授業科目としては開講しな

いが、放送大学開講科目の「フランス語」、「ドイツ語」、「スペイン語」、「中国

語」又は「韓国語」を履修し、単位を修得した場合は、２単位まで教養教育科

目の単位に組み入れることができる。

さらに、放送大学の語学の授業科目以外にも、単位互換制度（表Ⅰ-２）を

利用して、放送大学と県内他大学等（四年制大学、短期大学及び高等専門学校）

で開講される授業科目を履修することもできる。そこで修得した授業科目の単

位は、放送大学の語学の授業科目の単位も含めて４単位を限度として、卒業に

必要な教養教育科目の単位に算入することができる。 

表Ⅰ-２.放送大学及び県内他大学等による単位互換

ア 卒業に必要な教養教育科目の単位数 10 単位以上 

イ 放送大学又は県内他大学等との単位互換により修得した単位

のうち、上記アに算入できる単位数 
４単位以上まで 

ウ 放送大学で開講される外国語科目（※）のうち、上記イに算

入できる単位数 （※）フランス語、ドイツ語、スペイン語、

中国語、韓国語 

２単位以上まで 

（出典・参考資料：「履修のために（学生便覧Ⅱ）」）

【システム科学技術基礎科目】 

システム科学技術学部では、学科ごとに開講される専門科目を履修する前に、

学部共通科目として「システム科学技術基礎科目」と呼ばれる科目群があり、教

育課程上の大きな特色となっており、学生は、本科目群から 30 単位以上修得する

ことが卒業要件になっている。この科目群は、個々の専門分野の知識・技術の修
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得に進む前に、学部共通の教育方針としてのシステム思考の涵養及び科学と技術

の一体性の理解・体得を達成するため、思考方法論的な科目、問題提起的な科目

や体験的な科目など、特色ある科目を専門教育の基礎となる要素として明確に位

置づけ、数学・物理など各専門分野の基礎となる科目や学科概論科目と併せ、科

学的思考法（理論）とそれに基づく技術開発（実践）を一体的に捉える本学部の

教育方針を教育課程上においても鮮明にし、本学部の専門教育を展開しようとす

るものである。 

「システム科学技術基礎科目」は主に学部教員によって担当されるが、「線形

代数学」、「解析学Ⅰa」、「解析学Ⅰb」、「解析学Ⅱ」は本センター教員が担

当している。また、「職業指導（工業）」及び「創造科学の世界Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ」

のキャリア形成の１コマは本センター教員が担当している。 

【生物資源科学部・専門基礎科目】 

学科ごとに開講される専門科目を履修する前に、学部共通の必修科目又は選択

科目として置かれる科目群であり、卒業要件として 20 単位以上の修得が必要であ

る。大きく分けて、新入学生に対する専門教育への動機付けとなる導入的な科目

や学科概論的な科目と、化学、生物学など生物資源科学の一般的な基礎となる科

目とからなる。

生物資源科学部の「専門基礎科目」は主に学部教員によって担当されるが、「数

学Ⅰ」、「数学Ⅱ」は本センター教員が担当している。 

【教職課程】 

本学では教職課程について文部科学省の認定を受けている（表Ⅰ-３）。 

表Ⅰ-３.本学で認定を受けた免許状の種類と免許教科 

学  部 学  科 認定を受けた免許状の種類と教科 

システム科学

技術学部 

機械知能システム学科 高校一種免許（理科・工業） 

電子情報システム学科 高校一種免許（理科・工業） 

建築環境システム学科 高校一種免許（工業） 

経営システムエ学科 高校一種免許（工業） 

生物資源科学部

応用生物科学科 高校一種免許（理科・農業） 

生物生産科学科 高校一種免許（理科・農業） 

生物環境科学科 高校一種免許（理科・農業） 

アグリビジネス学科 高校一種免許（農業） 

（出典・参考資料：「履修のために（学生便覧Ⅱ）」） 

【初年次教育】 

新入学生が高校教育からより専門性の高い大学教育へとスムーズに移行できる
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ように、リメディアル教育及び導入教育を充実させている。リメディアル教育と

しては、英語、数学、物理、生物などの基礎講座を開講し、基礎学力が不足して

いる新入学生に対応している。また、専門分野への導入教育として、システム科

学技術学部の「創造科学の世界Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ」、生物資源科学部の「フレッシャ

ーズ・セミナー」のキャリア形成の１コマを本センター教員が担当し、大学生活

の目標設定のしかたを伝え、学生ポートフォリオの記載を支援している。 

⑥ 科目と学習・教育到達目標との対応関係 

本センターでは新入生オリエンテーションを独自に実施し、科目と各分野が目

指す学習・教育到達目標を提示している。さらに、詳細はシラバスに記入し、ま

た、学科ごとに作成するカリキュラムマップ（別添⑤）にはその関係性が明示さ

れている。 

⑦ 取得できる資格 

本学では、各学部・学科で様々な資格が取得できる。例えば、建築環境システ

ム学科の一級建築士（受験資格）、電子情報システム学科の電気通信主任技術者（受

験資格）、応用生物科学科の食品衛生管理者資格（任用資格）などである。

本センターが関わる教職課程では、学士課程においては高校一種免許（工業、

理科、農業）、大学院課程においては高等学校専修免許（工業、理科、農業）の取

得が可能である。教育職員免許の取得状況は、大学院課程においては少数である

が、学士課程においては毎年度延べ 40 名前後の学生が免許を取得している。

表Ⅰ-４. 最近５年間の教育職員免許の取得状況

教育職員免許状の区分 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 

高校一種免許（工業） 5 9 10 13 8 

高校一種免許（理科） 24 16 26 23 24 

高校一種免許（農業） 10 10 10 5 7 

高校一種免許計 39 35 46 41 39 

高等学校専修免許（工業） 1 0 0 1 3 

高等学校専修免許（理科） 0 0 1 1 0 

高等学校専修免許（農業） 0 0 0 0 0 

高等学校専修免許計 1 0 1 2 0 

合 計 40 35 47 43 42 

※複数科目の取得者がいるため、計及び合計は延べ人数。            （出典：学内資料）

その他、本センターでは TOEIC 公開テスト、TOEIC IP テスト、実用英語技能検

定（英検）の団体受検などを学内で実施することにより、英語関連の資格取得を

推進している。
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（２） 教育の実施 

講義、実験、実習などは、シラバスに基づいて行なわれている。各開講科目の成

績は、試験及び出席状況などを総合的に判断して評価される。また、各講義におい

ては、講義内容の理解度を確認するための小テストやレポートを通じて学生に自己

点検を促している。

なお、学生の十分な自主学修時間を確保するために、各セメスターにおいて履修

できる単位数を制限する、いわゆるキャップ制については、平成 28 年度から実施

している。

（出典・参考資料：「授業概要」、「履修のために（学生便覧Ⅱ）」）

① シラバスの活用 

本学では、教員に対して年度ごとに新たなシラバス作成を依頼している。シラバ

スに記載する内容についてはＦＤ専門部会において検討しており、これまで「成績

評価の方法」、「到達目標」、「自主学修指導」を明示するなど記載項目の充実を図っ

たほか、同部会が主導してシラバス作成に関する説明会や講演会を開催するなど、

常にシラバスの記載内容の充実に取り組んでいる。

平成 28 年度現在、シラバスは「授業の目標」、「到達目標」、「授業の概要・計画」、

「授業時間外学修の指示」「成績評価の方法」、「テキスト・参考書等」、「履修上の

留意点」等で構成されており、学部生が履修科目を選択するために必要な情報を適

切に開示している。

シラバスの作成に当たっては、ＦＤ専門部会学部分会から本センターの教員にシ

ラバスの作成にかかる留意事項（別添⑥）を通知されている。シラバスの様式にか

かる変更点や、各項目の記載内容の例などを参考に、各担当科目のシラバスを作成

している。また、シラバス作成の手引き（別添⑦）を教員に配付することで、シラ

バスの目的や作成にかかる要点等を周知し、授業科目ごとの記載内容に精粗がない

ように配慮している。シラバスは作成者がチェックシート（別添⑧）により記載内

容を自己点検した上でＦＤ委員に提出し、ＦＤ委員がチェックシートを用いて留意

事項や手引き等にのっとった内容となっているか再度精査することで、シラバス内

の記載内容や表現の統一を図っている。 

さらに、本学では平成 28 年度からＷＥＢシラバスを導入し、学外からインター

ネットを通じてシラバスの閲覧・検索をできるようになるなど、学部生の利便性向

上に配慮し、予習・復習に役立てるように促している。

（出典・参考資料：「授業概要」、「ファカルティ・ディベロップメント専門部会設置要綱（別添⑨）」）

② 学生指導・支援 

学生指導の前提となる学習ポートフォリオにつき、両学部において本センター教

員が記載の支援を行っている。学習ポートフォリオは、学内ＳＮＳで各学部の学年
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担当教員が確認できる仕組みとなっている（表Ⅰ-５）。

授業への出席状況が芳しくない学生について、学部の学年担当教員に連絡し、状

況を確認するなどのサポートを行っている（主に本荘キャンパス）。また、学生相

談室を中心とした、学年担任懇談会に本センターの教員も参加し、意見交換を行っ

ている。

大学院生を中心としたピア・チューターによる学習支援制度として「数学・物理

駆けこみ寺」を導入し、本センター教員が顧問として、ピア・チューターの補助と

研修を行っている。この制度は、学部生や大学院生によって利用されるだけでなく、

本学に入学が決定している高校生の入学前学習でも利用されている。

教職関係についての疑問や悩み、相談事などについては、教職課程専任教員が対

応している。生物資源科学部（秋田キャンパス）では、「教職課程相談コーナー」

を教員の研究室に設けており、システム科学技術学部（本荘キャンパス）では、教

員が授業で行く曜日に時間と場所を設定している。

表Ⅰ-５.学習ポートフォリオシステムの概要

項目 内容

システム概要

(1) 学外（帰省先、自宅など）から利用でき、携帯電話からいつでもどこでもアクセス可

能な WEB システム

(2) ＡＳＰ方式での導入により、サーバ設置が不要なため、維持費や作業が少ない 

(3) 学生個々にポートフォリオスペースが用意されており、レポートや成果物が分類ごと

に自動蓄積され、自身の振り返りや自己分析に利用 

(4) レポート機能で、授業やガイダンスでのアンケート、レポート、小テスト等を実施

ＳＮＳ機能で、教員と学生が新たなコミュニケーションツールとして利用 

機能

(1) レポート課題の出題・回収、評価、掲示板、ニュース配信などポートフォリオを形成

(2) 学生や教員が自由に作成・参加でき、グループ学習に活用可能。面談記録の蓄積、出

席状況や授業評価などを教員同士で共有可能。各学生のマイページには教員のみ見る

ことができるマネジメントファイルが設置されており、学習の履歴に基づいた指導メ

モを学生個々に残すことができ、学生カルテとして活用可能 

（出典・参考資料：学内資料）

③ 学生自主研究 

本学では１~２年次に、教員の支援指導を受けながら独自のテーマで研究を行う、

「学生自主研究」制度が開学以来実施されている。入学後の早い時期に研究活動を

実践することを通して、問題発見能力や解決能力の養成が期待されている。この取

組は主に学部教員によって実施されるが、各教員の専門分野により本センター教員

が主担当・副担当教員として指導することもある。

平成 23~27 年度において、本センター教員が主担当として関わった自主研究件

数は表Ⅰ-６のとおりである。 
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表Ⅰ-６. 最近５年間で本センター教員が主担当として関わった自主研究 

年度 タイトル 主担当教員 

27 「ブラックホールについて知ろう」 宮本雲平 

25 「中学生・高校生・大学生の自尊感情の変化」 渡部諭 

25 「地域で生きる地域を活かす」 渡部昌平 

24 "Raspberry Revolution" テリー・リー・ナガハシ 

23 "Red Mulch vs Black Mulch in Early Tomato Production" テリー・リー・ナガハシ 

23 TOEIC 対応英語リーディング教材の研究 岡崎弘信 

 （出典・参考資料：学内資料）

④ 海外交流 

本学では海外との交流プログラムとして、大学間協定・部局間協定を締結した海

外大学へ短期留学のほか、平成 24 年から毎年、グアム大学夏期語学研修プログラ

ム、米国オレゴン州語学研修プログラム、カナダ・ブリティッシュコロンビア大学

夏期語学研修プログラム、カナダ・ビクトリア大学夏期語学研修プログラム（期間

は約２～３週間）等の語学研修プログラムを実施している。これらの語学研修プロ

グラムは、主に本センター教員により提案・企画され、国際交流室と共同で引率を

行うなど積極的に取り組んでいる（表Ⅰ-７）。 

表Ⅰ-７. 最近５年間で本センター教員が中心に実施した海外研修プログラム 

年度 タイトル 

27 グアム大学夏期語学研修 

27 カナダ・ブリティッシュコロンビア大学夏期語学研修プログラム 

27 カナダ・ビクトリア大学夏期語学研修プログラム 

26 グアム大学夏期語学研修 

25 グアム大学夏期語学研修 

24 米国オレゴン州語学研修プログラム 

23 グアム大学夏期語学研修 

（出典・参考資料：学内資料）

（３） 教育組織 

① 教育組織 

教養基礎教育の重要性を踏まえ、教養基礎教育科目（教養教育、語学教育、保健

体育教育、情報教育）のほか、大学院研究科の共通基礎・学際科目等の教育及び研

究を行うための組織として、本センターは設置されている。 

本センターが目的とし、実施している教養基礎教育は、教養の基礎を固めるだけ

でなく、専門分野の研究活動を行い、さらに、将来にわたって幅広く柔軟に物事を

考えていく上で必要となる豊かな感性、鋭敏な分析能力、実践的な英語能力と情報
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処理技術等を養成しており、専門教育と連動した相乗効果を生むように図られてい

る。同時に、先端技術の開発が目指すものは最終的に人々の幸福な生活であるとい

う認識に根ざし、人間や社会を複眼的・広角的に捉えることのできるグローバルな

視点を身に付けた人材の養成を図っている。 

本センターの運営に当たっては、総合科学教育研究センター協議会を設け、本セ

ンター長や本センター教員だけでなく、学長が指名する両学部の教員も委員として

授業科目の種類及び編成に関する審議を行うなど、全学的な体制で教養基礎教育の

あり方を審議し、学長が決定を行うに当たって意見を述べるものとしている。同時

に本センター長は、部局長会議の構成員（理事長ほか役員、学部長等で構成）とな

るなど、大学の運営方針等について直接的に意見を述べる機会が与えられている。 

なお、本センター所属教員は、両キャンパスに配置され（平成 28 年４月１日現

在、本荘キャンパス５名、秋田キャンパス 10 名）、教養基礎教育を行っている（表

Ⅰ-８）が、担当する授業の内容によっては、教員が両キャンパスを往来し、学生

自身がキャンパス間を移動することよって生じることが予測される時間的制約を

受けずに授業に専念できる環境づくりを行っている。 

また、教育担当理事を委員長とする全学の教務・学生委員会（別添⑩）を設置し、

教養基礎教育を含む教育課程及び授業科目の履修等について、全学的な視点で審議

が行われている。この委員会の審議事項に関連して、より個別・詳細な審議を行う

ため、学部単位でも学部委員会を組織しており、同委員会は、審議した事項をそれ

ぞれの教授会に報告するなど、全学的な意思疎通と情報共有を図っている。 

表Ⅰ-８.総合科学教育研究センター教員の担当科目

 グル

ープ
職名 担当分野 氏名 担当科目 

総
合
科
学
教
育
研
究
セ
ン
タ
ー

人
間
科
学

教授 文学 高橋秀晴 
文学・文化学Ⅰ、文学・文化学Ⅱ、文学・文化学Ⅲ、総合

科目Ⅰ、総合科目Ⅱ、秋田の歩き方 

教授 教育学 白山雅彦 
教師論、生徒・進路指導論、教育実習事前事後指導、教育

実習、教職実践演習、総合科目Ⅰ、総合科目Ⅱ 

教授 心理学 渡部諭 
心理学Ⅰ、心理学Ⅱ、心理学Ⅲ、教育心理学、教育相談、

総合科目Ⅰ、総合科目Ⅱ 

准教授 社会学 小松田儀貞 社会学Ⅰ、社会学Ⅱ、社会学Ⅲ、総合科目Ⅰ、総合科目Ⅱ

准教授 体育学 内山応信 
保健体育、体育実技Ⅰ、体育実技Ⅱ、総合科目Ⅰ、総合科

目Ⅱ 

准教授
キャリア 

教育学 
渡部昌平 

現代の働く環境、コミュニケーション入門、職業指導、職

業指導、総合科目Ⅰ、総合科目Ⅱ、教育相談、フレッシャ

ーズ・セミナー、創造科学の世界Ａ、創造科学の世界Ｂ、

創造科学の世界Ｃ、創造科学の世界Ｄ 

准教授 数学 宮本雲平 線形代数学、解析学Ⅰa、解析学Ⅰb、解析学Ⅱ、数学Ⅰ、
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数学Ⅱ 

助教 哲学 鈴木祐丞 

哲学・倫理学Ⅰ、哲学・倫理学Ⅱ、哲学・倫理学Ⅲ、総合

科目Ⅰ、総合科目Ⅱ、教育原理、フレッシャーズ・セミナ

ー、科学技術と倫理 

英
語

教授 英語 高橋守 CALLⅠ、CALLⅡ、実践英語Ⅰ、英語表現、英文講読Ⅳ 

教授 英語 桧山晋 CALLⅠ、CALLⅡ、総合英語Ⅰ、英文講読Ⅰ、実践英語 A/B

教授 英語 岡崎弘信 CALLⅠ、CALLⅡ、総合英語Ⅰ、実践英語Ⅱ、英文講読Ⅲ 

教授 英語 
Terri Lee 

Nagahashi 

CALLⅡ、英会話 A、英会話 B、科学英語、プレゼンテーショ

ン A 

准教授 英語 

Stephen  

Alan  

Shucart 

CALLⅠ、CALLⅡ、英会話、総合英語 II、実用英語 

准教授 英語 加賀谷真澄 
CALLⅠ、総合英語Ⅰ、英文講読Ⅰ、実践英語Ⅰ、実践英語

Ⅱ、実践英語 B 

助教 英語 江口真規 CALLⅠ、CALLⅡ、英文講読Ⅲ、英文講読Ⅳ、実用英語 

（出典・参考資料：「授業概要」）

② 教養基礎教育における放送大学との連携体制 

放送大学との間で、英語以外の外国語等の教養基礎教育科目の学修機会を学生

に提供することを目的に、単位互換協定を締結している。これに関連し、教務・

学生委員会において、放送大学の授業科目等の取扱いを定め、授業科目の選択や

授業期間、単位認定試験の方法等について、統一した運用を行っている（表Ⅰ-

９）。 

表Ⅰ-９.放送大学の授業科目等の取扱い 

項目 内容 

授業科目の選

択等 

(1) 授業科目は、総合科学教育研究センター長が、教養基礎教育の充実、学生の学習ニーズ等

を総合的に勘案しつつ、教務・学生委員会委員長の意見を徴し、選択する。 

(2) 各学部におけるセメスターごとの授業科目の数は、10科目を上限とする。 

(3) 授業科目は、原則としてテレビ放送による。ただし、ラジオ放送であっても、学生に特に

履修させることが適当と認められるものは、これを授業科目とすることができる。 

(4) 各学部における１授業科目当たりの受講者は、原則として３人以上とする。 

授業期間 第２セメスターから第８セメスターまでとする。 

授業の方法 (1) ＤＶＤ（ラジオ放送による科目にあってはＣＤ）による視聴によって行う。 

(2) 原則として、学習指導員を配置し、学習指導業務を行わせるよう配慮する。ただし、学習

指導員の配置が困難な場合に、その開講を妨げるものではない。 

単位認定試験 (1) 試験の監督は、主として総合科学教育研究センターの教員が行い、必要に応じ各学部の教

員も行う。 

(2) 試験の成績入力は、放送大学の成績通知書に基づいて教務・学生委員会委員長が行う。 

（出典：学内資料）
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③ ＦＤ活動 

本学は、文部科学省の大学設置基準（平成 20 年 4 月）、大学院設置基準（平成

19 年４月）に先んじて、平成 18 年４月に教育内容改善の組織的取組みを実施す

るためＦＤ専門部会を置いている。 

ＦＤ専門部会は、学部教務委員会のもと各学科及び本センター委員１～２名と

事務部の教務担当職員で構成され、学科代表者を通して学科会議、本センター教

員会議等で教員の質的向上を指導している。 

（出典・参考資料：「ファカルティ・ディベロップメント専門部会設置要綱（別添⑨）」） 

例年、下記に示す事業を行い、教員の意識改革及び教育内容の改善に努めるこ

ととしている。 

・授業アンケート 

・オフィスアワー設置 

・ティーチング・ポートフォリオの作成 

・シラバス作成・改善 

・授業公開 

・ＦＤ講演会 

・教職員研修会 

・ＦＤ分会が個別に実施する事業（講演会・勉強会） 

・ハラスメント防止・対策研修 

③ 教員の教育活動の評価 

本学では、教育内容・教育方法の改善、教育水準の向上を図るため、理事会が

全ての教員を対象として外部の単一評価者による授業評価を実施し、その結果を

教員にフィードバックしている。 

また、理事会主導で任期ごとに教育活動を含めた教員評価を行っている。本セ

ンターの教員評価は２段階（一次評価：本センター長、二次評価者：担当理事）

で行われる。教育活動に対する評価は、講義、学内外の課外教育等である。 

（出典・参考資料：「秋田県立大学職員評価規程（別添⑪）」） 

（４） 教育環境・学生支援 

① 教育用施設、設備及び厚生施設の整備状況 

秋田・本荘の各キャンパスには、講義室、実験室、演習室、研究室、コンピュ

ータ実習室、CALL 教室をはじめとする教育研究施設や、図書施設、体育施設（体

育館、テニスコート等）、福利厚生施設（保健室、学生相談室）、課外活動施設、

管理事務施設等の施設設備を整備している。 

本センター所属教員の担当科目に関する施設として、保健体育科目については

本学開学当初から本荘及び秋田キャンパスにそれぞれ体育館、テニスコート、野
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球（又は多目的グラウンド）があり、体育館には複合トレーニングマシン（両キ

ャンパスに１台ずつ）、トレッドミル（両キャンパスに２～３台ずつ）、エアロバ

イク（両キャンパスに６～１０台）が設置され「体育実技Ⅰ・Ⅱ」の授業におい

て活用されている。 

外国語科目については、CALL 教室の設備（教員用・学生用端末、サーバ機、モ

ニターやソフトウェア等の授業支援システム）が「CALLⅠ・Ⅱ」の授業において

活用されている。 

図書情報センターには研究用、教育用の図書が整備されている。例年ほぼ一定

の本センター選書枠が確保されているほか、本センター教員が推薦図書という形

で、学生に読んでほしい図書を紹介することもある。 

（出典・参考資料：「施設一覧（学生便覧Ⅶ）」） 

② 教育用施設、設備及び厚生施設の維持・運用・更新するための財政的根拠 

教育用施設・設備の維持・更新に当たっては、毎年末に状況を精査の上、要望

を取り纏め、設置者に予算要求申請を行っており、例年、ほぼ要求通りに交付を

受けている。この中で学生教育費はここ５年間、ほぼ一定の予算が確保されてい

るほか、図書整備費も一定額を確保している。なお、１千万円を超える施設・設

備の更新や新規の要求は設置者に要求を行い、１千万円以下のものについては大

学当局に要求している。これらは、順次選抜されたものについて手当される仕組

みとなっている。 

本センター所属教員の担当科目に関する施設として、CALL 教室の設備（教員

用・学生用端末、サーバ機、モニターやソフトウェア、e-learning 等の授業支援

システム）に関しては、５~７年ごとに更新を行っている。また、体育機器の維

持・修繕には上記の学生教育費等が充てられ、教育上及び安全上問題なく管理さ

れている。 

さらに、本センター教員間で共通利用可能な高額な教育研究用の機器の新規導

入・更新については、本学学長が各部局教員との意見交換の場として設けている

学長補佐会議において導入の優先順位が決定され、学長の最終決定のもと配備さ

れている。本センターに配備された教育研究機器として、平成 26 年度にポータブ

ル脳波計（Neorofaxμ、日本光電）（設備費用：558 万円）があり、大学院生向け

講義及び教員の研究活動に活用されている。 

（出典・参考資料：学内資料） 

③ 学生支援の方針 

大学全体としては、秋田県立大学学則、学生生活規程、教務・学生委員会規程、

学生相談委員会内規、就職委員会内規等によって、学生生活の指導体制や就職・

進路決定支援を定めている。本センターでは学部委員やカウンセラーと連携しな

がら、授業の出席状況や授業態度に関する情報交換を行っている。
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 修学支援 

システム科学技術学部では、数学・物理の授業について行けず悩む学生も少な

からず存在し、深刻な場合には、休学・退学の原因にもなる。そこで本学では、

「数学・物理駆けこみ寺」という大学院生を中心とするピア・チューター及び高

校数学教諭 OB が待機する質問コーナーを構内に設けて、数学・物理の学修を支援

している。本センター教員はその企画・運営に従事している。また、入学時に数

学及び物理に関するプレースメントテストが行われ、各学科において数学・物理

の基礎科目の履修が義務付けられるが、本センター教員はプレースメントテスト

の問題作成・監修などに従事している。本学では推薦入試合格者に入学前指導と

して、数学の添削指導・スクーリングを行っているが、本センター教員は顧問と

して、それらの内容・スケジューリングなどに関して、担当教職員に協力してい

る。 

推薦入試合格者に対しては、入学前の指導として、課題添削とスクーリングを

行っている。また入学時に行う TOEIC Bridge で、基礎力不足の学生を「基礎英語」

の授業に振り分けて受講させるとともに、上級クラスである「科学英語」の選抜

も実施している。 

 経済的支援 

奨学金等の経済的支援の実施については、事務局学生チームが窓口となって、

日本学生支援機構の他、本学独自の学費減免・分割払制度、学内学外の奨学金制

度を設けて、その案内と相談を行っており、これと連携して教員も相談にのって

いる。独自の奨学金制度として、秋田県内出身学生に対する経済的支援を目的と

して秋田県立大学 10 周年記念奨学金制度を設けている。 

本センターが関わるものとしては、学内で実施する TOEIC IP テスト受験のた

めの補助金がある。この補助金は、ある一定の基準（TOEIC ブリッジテストのス

コア上位者、英語 e-learning の受講状況など）をクリアした学生は、受験料の全

額が免除されるというものである。 

 生活支援 

本学では臨床心理士の資格を持つカウンセラーが常駐し、学生のメンタルな問

題を早期に発見し、対処する体制を整えている。本センター教員はカウンセラー

と密に連絡をとりあい、学生から勉学・学修に関する悩みが相談された場合に、

その相談に関してアドバイスの提供を行なっている。さらに、必要な場合には、

学生と直接面談を行っている。また、本センター教員が顧問を務める学修支援制

度「数学・物理駆けこみ寺」では、学生生活に関する相談も受け付けており、こ

れまでに学修とアルバイト・サークル活動とのバランスに関する相談などに答え

てきた。 

 学生の進路指導・支援 

 就職活動の支援 

1 年次から必修科目や課外講座を使って本センター教員が全般的なキャリア形
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成支援を行っているほか、各種アセスメントの解説や事前研修、模擬面談等の支

援を行っている。学部レベルの教員の活動として行われている就職委員会にも毎

回（月 1回）参加し情報・意見交換を行っているほか、希望する学生の進路相談

にも協力を行っている。 

教員採用試験を受験する学生の希望者に対して「教員採用試験対策セミナー」

を、教職課程の単位をある程度修得している２・３年生を対象に開設している。

生物資源科学部（秋田キャンパス）では、火曜日５限に２年生、金曜日５限に３

年生に対して、システム科学技術学部（本荘キャンパス）では、水曜日の 14：00

～15：30 に２・３年生に対して実施している。 

 進学指導・支援 

本センターでは、大学院進学や海外留学についての情報提供を行うと同時に、

入学試験に関するサポートも行っている。 

３．教育（到達）目標の達成 

（１） 到達目標に対する達成度の評価 

各シラバスに定められた成績評価の方法に基づき、科目毎の到達目標に対する達

成度が評価されている。 

（出典・参考資料：「授業概要」）

（２） 他の高等教育機関等で取得した単位又は編入前に取得した単位の認定 

他の高等教育機関等で取得した単位の認定については、本学学則第 42 条（入学

前の既修得単位の認定）の規定による認定に関する手続等に定められている。

①秋田県立大学学則第 42 条（入学前の既修得単位の認定）の規定による認定に関

する手続について 

②英語資格試験等に対する単位認定制度の取扱いに係る申し合わせ 

上記規定の評価方法に従い、本学教務委員会において単位認定が行なわれている

が、本センターが関わる科目に関しては、英語教員、もしくは本センター長が認定

に関する審査を行っている。

（出典・参考資料：「大学学則（学生便覧Ⅷ）」） 

（３） 到達目標に対する達成度の総合的評価 

各学習・教育到達目標に対する達成度を総合的に評価する方法と評価基準を定

めてある（表Ⅰ-10)。卒業までに各専門分野の学習・教育到達目標を達成できるよ

うな科目配置（順次性・科目の関連性）を工夫している。 

各科目の成績は、試験及び受講態度などに基づき総合的に評価している。成績の

評価は 100 点満点で 80 点以上を「優」、70点以上 80 点未満を「良」、60 点以上 70

点未満を「可」、60 点未満を「不可」としている。優、良、及び可を合格、不可を

不合格とし、合格した場合は所定の単位を認定している。点数化しにくい内容の講
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義（「フレッシャーズ・セミナー」等）については点数ではなく、合否をもって判

定している。 

表Ⅰ-10.成績評価基準

評価 評価点数 

優 80 点以上 

良 70 点以上 80 点未満 

可 60 点以上 70 点未満 

不可 60 点未満 

（出典・参考資料：「履修のために（学生便覧Ⅱ）」）      

４．教育の点検と改善 

（１） 教育点検 

① 教育点検の仕組み 

大学としては、７年ごとの自己点検・評価を行い、その結果による外部認証評

価機関の評価を受けており、直近では平成 22 年度に受けている。また、毎年、秋

田県地方独立行政法人評価委員会の評価を受けている。外部評価に関しては平成

25 年度からの取り組みで、両学部各４学科、及び本センター、木材高度加工研究

所が年１学科のペースで受けている。 

教育点検の仕組みについては、学生便覧、教務委員会及びＦＤ委員会報告とし

て開示されている。日常的な教育活動の点検に関しては、必要に応じて教務委員

会や本センターカリキュラムワーキンググループで審議が行われている。 

またシラバスには、学習到達度の確認方法と学習目標を明示すること、授業 15

回分の内容を明記することとなっており、本センターＦＤ委員によるシラバス等

の確認が行われている。さらに、授業評価を行って教員評価を行うとともに、授

業アンケートを実施し授業改善に役立てている。 

（出典・参考資料：「自己評価委員会規程（別添⑫）」、「ファカルティ・ディベロップメント専門部会設置要綱（別添⑨」、

大学 HP：http://www.akita-pu.ac.jp/houjin/houjin020900.htm）

② 地域社会や学生の要望への対応と配慮の仕組み 

秋田県の持続的発展に貢献することを基本理念とする本学においては、秋田県

の課題をテーマとする教育活動が多く行われている。その中で本センターが関係

するものとして「秋田の歩き方入門」（生物資源科学部）という科目がある。オム

ニバス形式の授業であり、生物資源科学部教員、木材高度加工研究所教員、県職

員等とともに本センター所属教員も関わって、基調講義やグループ学修指導を行

っている。平成 22 年 4 月に新設され定着していたが、「COC＋」事業の採択に伴っ

て平成 29 年度からは「あきた地域学Ⅰ・Ⅱ」へ引き継がれる予定である。 

また、各教員は学生からの授業アンケート（別添⑬）をもとに授業内容と方法
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の改善に取り組んでいる。本センターではＦＤ活動の一環として授業アンケート

の裏面（自由意見記述欄等）をＦＤ分会委員が集計、まとめたものを、本センタ

ー教員会議で授業改善のヒントとして配布している（別添⑭）。改善の取り組みは

ティーチング・ポートフォリオを通じて学生に発信している。 

さらに、ハラスメント対策として、本学では理事会のもと全学ハラスメント防

止対策委員会とハラスメント対策室があり、本センターとしても委員会委員、ハ

ラスメント対策室下に置かれるハラスメント相談員及び調査員を出し、部局を超

えて各種ハラスメントの防止対策に努めている。さらに本センター教員は例年全

学で開催されるハラスメント研修会に参加しハラスメントに対する意識を高めて

いるとともに、学生相談委員会や学生相談室との連携も取ることで、特に学生に

対するハラスメントの早期発見に留意している。 

（出典・参考資料：「履修のために（学生便覧Ⅱ）」、「ファカルティ・ディベロップメント専門部会設置要綱（別添⑨」、「秋

田県立大学におけるハラスメントの防止等に関する規程（別添⑮）」）

（２） 継続的改善 

① 教育課程改善

教育課程について、教務委員会・カリキュラム検討委員会主導で、毎年９月に

見直しがあり、弱点や不都合は毎年議論して必要に応じて改訂している。 

システム科学技術学部では、「解析学Ⅰ」（第１セメスター）が開講されていた

が、数学を苦手とする学生にとって、この科目の単位取得が大きな壁となってい

た。そのため、「解析学Ⅰ」の単位未取得者に対して、「基礎数学」（第２セメスタ

ー・自由単位科目）が開講され、次年度「解析学Ⅰ」の単位取得に向けた対策が

講じられてきた。しかし、自由単位科目であったこともあり、その成果は限定的

であった。そこで、28 年度からは本センター教員が中心となり、「解析学Ⅰ」を

「解析学Ⅰa」と名称変更し、「解析学Ⅰa」の単位未取得者に向けて、第２セメス

ターで選択必修科目「解析学Ⅰb」を開講することとした。この制度は、「解析学

Ⅰa」の単位を落とした学生が、再び同じ学年の後期に、同様の内容を学習し直し

定着すれば、滞りなく次学年以降の科目群に進むことが出来るというメリットを

もっている。 

さらに英語研究グループでは、平均のアップを考慮しつつ、上位（25％程度）

の学力を伸ばすことを目標に英語の新カリキュラムを平成 30 年度にスタートさ

せることになっている。主なポイントは、第２セメスターに「科学英語基礎」（一

般向け）と「科学英語」（上級者向け選抜クラス）を配置し、英語上級者のニーズ

に応えると同時に、1年次から専門英語に意識を向けさせること、ネイティブス

ピーカーによる「英会話」はこれまで第３セメスターのみ設定されていたがこれ

を廃止、「異文化コミュニケーションⅠ・Ⅱ」（一般向け）と「英語プレゼンテー

ションⅠ・Ⅱ」（上級者向け）を第３・４セメスターに配置し、２年次で年間を通

してネイティブスピーカーによる授業科目を履修できるようにしたこと、第５セ
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メスターに「グローバルシチズンシップ」（少人数ゼミ形式）を配置し、きめ細か

く上位の学生に指導できる体制を取り、ネイティブスピーカーによるクラスや、

大学院進学希望者向けの講読クラス、TOEFL などの上級資格英語を目指すクラス

などを設定したこと、などである。 

（出典・参考資料：「履修のために（学生便覧Ⅱ）」、「総合科学教育研究センター将来構想報告書（別添⑯」）

② 授業方法改善

授業方法改善については、ＦＤ委員会が準備している秋田県立大学版ティーチ

ング・ポートフォリオに、学生から授業アンケートに書かれたコメントに対する

フィードバックを記載してイントラネットに公表し、学生とのコミュニケーショ

ンを図る取り組みが行われている。本センター教員は、15 名の教員全員がティー

チング・ポートフォリオを掲載している。さらにＦＤ研修と連動させてシラバス

の記載内容を見直している。

（出典・参考資料：学内資料）

表Ⅰ-11.ＦＤ専門部会の概要

項目 内容

設置
大学として教育内容改善の組織的取組みを実施する等のため、秋田県立大学教務・学生委員

会にＦＤ専門部会（以下「部会」という。）を置く。

組織

次に掲げる委員５名で組織し、うち２名は、システム科学技術分会と生物資源科学分会の教

務・学生委員から選出する。 

(1) 各学部の教授及び准教授のうちから選出された者         各１名（計２名） 

(2) 各研究科の教授及び准教授のうちから選出された者      各１名（計２名） 

(3) 総合科学教育研究センターの教授及び准教授のうちから選出された者  １名（計１名）

審議事項

(1) ＦＤの啓蒙及び周知に関すること。 

(2) ＦＤ事業の基本計画及び実施計画の策定並びに総括に関すること。 

(3) ＦＤ事業の実施及び取りまとめに関すること。 

(4) その他ＦＤに関すること。

（出典・参考資料：「ファカルティ・ディベロップメント専門部会設置要綱（別添⑨」）

表Ⅰ-12.授業改善を目的とした教員向けの講演会等（最近の実施事例の一部）

講演会等 テーマ（講師） 参加者数

平成 26 年９月 29 日 

全学ＦＤ講演会

学生の授業時間外学修を促すシラバスの作成法

（学外講師）
56名

平成 26 年 12 月 10 日、12 月 25 日 

システム科学技術学部教職員研修会
傾聴トレーニング（本学非常勤講師） 47名

平成 26 年９月 16 日 

生物資源科学部ＦＤ講演会
他大学の授業外学修促進策（学外講師） 63名

平成 25 年９月 11 日 

全学ＦＤ講演会

大学教育における実りあるティーチング・ポート

フォリオ（学外講師）
73名
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平成 25 年９月３日 

システム科学技術学部教職員研修会
クリッカー説明会（外部講師） 13名

平成 25 年９月 20 日 

生物資源科学部ＦＤ講演会

ＣＡＰ制導入に向けて～他大学の例を中心に～

（教育企画室教員）
39名

（出典・参考資料：学内資料）
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Ⅱ 研究領域 

１．研究分野と研究体制 

本センターは、専門分野を異にする研究者の集合体という性格を持っており、前述

した理念と目標を踏まえた上で、各教員がそれぞれの個別分野の学会や学会誌等で活

発な研究活動を行っている。本センター内において、教員同士が各自の専門性を活か

して共同研究を実施し、本学の教養基礎教育に反映可能な教育システムの開発や地域

貢献に結び付ける研究も行ってきている。

また、所属教員共通の研究発表の場として開学時より『秋田県立大学総合科学研究

彙報』を年１回発行しており、ほとんどの教員が寄稿している。将来的には、各専門

領域の枠を超えた学際的研究や教育方法の共同研究に取り組むことを目指している。

学長プロジェクト研究費が導入されてからは、個人又は共同研究を申請し、ほぼ毎年

採用されてきた。

なお、本センターでは、各研究分野（表Ⅱ-１）の性格からして、全体としては機

器発明や特許に関わる係わる競争的外部資金の導入を活発に目指す体制にはない。し

かし、これまで、各研究分野の特性を活かした科学研究費助成金の獲得実績を持ち、

現在も競争的外部資金を利用して研究活動を続けている教員もいる。今後も外部資金

の獲得に努めていくこととしている。

（出典・参考資料：「総合科学教育研究センターの理念と目標（別添②）」）

【研究グループの構成と研究内容】

 人間科学研究グループ（８名）

 秋田県の近代文学を対象とした、風土と文化との関係性についての研究（文

学）

 高齢者の意思決定は若い人とどこが違うのかということについての研究（心

理学）

 知識や文化（ものの見方や考え方）の働き、その人間と社会との関わりにつ

いての研究（社会学）

 セーレン・キェルケゴールの生と思想を手がかりとした、人間の生き方につ

いての研究（哲学・倫理学）

 ヒトの姿勢制御メカニズムを明らかにして高齢者の転倒予防に貢献するため

の研究（体育学）

 一般相対論や流体力学における運動方程式の数理的側面の研究（物理学）

 「自己理解」の方法、「仕事理解」の方法についての研究（キャリア教育学）

 学校や生徒、保護者が求める高等学校教員を養成するための研究(教員養成学) 

 英語研究グループ（７名）

 約千年前の英語の語順（ことばの並べ方）についての研究（英語学）

 学習内容を中心とした英語教授法についての研究（英語教育学）
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 コンピュータを使った英語学習のための教材の開発研究（英語教育学）

 英語リスニング、リーディングに関する e-learning 教材の開発研究（英語教

育学）

 実践的体験学習と自律学習の研究（英語教育学）

 19 世紀の日本と英国における貧困問題を、文学・文化面から比較する研究（比

較文学）

 動物の表象に関する日英比較文学研究（比較文学）

表Ⅱ-１.本センター教員の研究のキーワード

総合科学教育研究センター 

 職 名 分野 氏名 研究キーワード 

人
間
科
学
研
究
グ
ル
ー
プ

教授 近現代文学 高橋秀晴 日本近現代文学 

教授 教員養成学 白山雅彦 
教員養成学、 

教職課程一般 

教授 心理学 渡部諭 高齢者認知、意思決定 

准教授 社会学 小松田儀貞 知識、文化 

准教授 体育学 内山応信 
高齢者、転倒予防、 

姿勢制御 

准教授 キャリア教育学 渡部昌平 

キャリア教育、 

キャリア・カウンセリング、

コミュニケーション教育 

准教授 物理学 宮本雲平 微分幾何学、数理物理学 

助教 哲学 鈴木祐丞 
キェルケゴール、 

宗教哲学、実存哲学 

英
語
研
究
グ
ル
ー
プ

教授 英語教育学 高橋守 CBI、Moodle、英文多読 

教授 英語学 桧山晋 英語学、英語文献学 

教授 英語教育学 岡崎弘信 英語教育、e-learning 

教授 英語教育学 
Terri Lee 

Nagahashi 

英語教育、 

student engagement 

准教授 英語教育学 
Stephen Alan 

Shucart 

Moodle、 

Extensive Reading 

准教授 比較文学 加賀谷真澄 
比較文学、英米文学、 

貧困表象 

助教 比較文学 江口真規 比較文学、比較文化 

２．研究活動と成果 

過去５年間の研究成果を著書、学術論文、学会発表、特許申請等の項目別にその数

を示した（表Ⅱ-２）。教員は研究グループごとに研究計画を大学へ申請し、また研究
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成果を彙報に掲載している。 

表Ⅱ-２.本センター教員の最近５年間の研究成果

Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 総数 

著書・翻訳書 2 4 5 4 1 16 

学術論文 19 19 22 29 23 112 

Proceeding 6 8 5 7 6 32 

学会報告（国際） 7 2 6 7 7 29 

学会報告（国内） 18 26 30 48 21 143 

受賞・特許 0 2 0 2 3 7 

外部資金新規獲得件数（科研費

等）（５年間計）（代表・分担）
7 5 8 8 5 33 

学内資金新規獲得件数（学プロ

等）（５年間計）（代表・分担）
2 3 4 2 4 15 

学会役職等（５年間計） 14 14 15 19 24 86 

（出典・参考資料：「総合科学教育研究センター彙報」「総合科学教育研究センター研究業績一覧（別添⑰）」）

３．研究費、研究環境等 

【研究費】 

研究資金については教員全員に毎年一定額の学内教員研究費が配布されるととも

に、学内競争的資金として学長プロジェクトなどがある。本センターの競争的外部

資金獲得については科研費、その他財団等の研究資金などがある。母数が小さいた

め、年度によって採択率の増減幅が大きいものの、教員数に対する科研費の保持率

はここ数年 50％超で高水準を保っている（表Ⅱ-３-１～３）。 

表Ⅱ-３-１.科研費新規採択件数及び採択率 

Ｈ26 年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度

応募 採択 採択率 応募 採択 採択率 応募 採択 採択率

本センター 6 0 0.0% 9 4 50.0% 9 2 25.0%

大学全体 154 25 16.2% 159 39 24.5% 156 28 18.9%

（出典・参考資料：学内資料）

表Ⅱ-３-２.科研費（継続＋新規）採択件数 

Ｈ26 年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度

継続 新規 計 継続 新規 計 継続 新規 計

本センター 7 0 7 4 4 8 7 2 9

大学全体 60 25 85 56 39 95 68 28 96

（出典・参考資料：学内資料）
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表Ⅱ-３-３.教員数に対する科研費保持率（継続＋新規） 

Ｈ26 年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度

教員数 採択数 保持率 教員数 採択数 保持率 教員数 採択数 保持率

本センター 13 7 53.8% 15 8 53.3% 15 9 60.0%

大学全体 214 85 38.8% 212 95 44.3% 205 96 46.8%

（出典・参考資料：学内資料）

【研究環境等】 

教員には個室の研究室が割り当てられている。共同利用可能な高額の教育研究機

器（ポータブル脳波計）の他、主に研究遂行に必要な機器（生体情報解析システム、

ヘッドマウントディスプレイ、歩行分析床反力計測システム、屈腕力測定台、光イ

メージング脳機能測定装置、視線追尾システム等）、及び主に教育に必要な機器（複

合トレーニングマシン、マルチ周波数体組成計等）が、本センター各教員の外部資

金及び本学による学生教育費等により配備され、本センターの研究及び教育を支え

ている。

（出典・参考資料：学内資料）
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Ⅲ 地域貢献領域 

本学は基本理念のひとつに、「開かれた大学として、秋田の持続的発展に貢献」を

掲げている。この理念の実現するため、本センター教員は真理の探究で得た知的資

源を社会に還元することで地域社会の発展への貢献に取り組んでいる（表Ⅲ-１）。 

知の還元として、全学の公開講座や地域での公開講座、大学コンソーシアムあき

たへの授業提供、高大連携授業等に講師として赴き、各教員の研究成果をわかりや

すく発表している。教員はそれぞれの専門性を活かして秋田県、秋田市等の自治体

の審議会等に参加し、地域の持続的発展に貢献している。 

本センターではその専門性からして地域産業との共同研究や受託研究を行うこと

はあまりないが、ほとんどの教員が秋田の地域性に根ざした研究や地域の振興に貢

献する活動を行っている。また、秋田県国際交流協会等の国際交流イベントに積極

的に参画し、秋田県の国際交流の一端を担っている。 

（出典・参考資料：「総合科学教育研究センターの理念と目標（別添②）」） 

 学外講師、講演

高等学校の要請や大学コンソーシアムあきたによる高大連携事業、教員免許更新講

習、スーパー・サイエンス・ハイスクール（ＳＳＨ）事業への協力に積極的に取り

組んでいる。公開講座、市民講座、教員研修など講演活動を実施し、本学の持つ「知」

を市民へ還元するなど社会貢献に取組むとともに、自己の研究・教育活動のＰＲに

つなげている。 

 外部機関評価委員等 

本センター教員は、専門知識を活かし、学外審議会・委員会・協議会等の様々な機

関で活動し、秋田の発展や問題解決に貢献している。

 その他 

本センター教員は、自らの研究や教育に関して、新聞・雑誌・テレビ等のメディア

を通して市民・県民・国民に向けて積極的に情報発信している。

表Ⅲ-１. 本センター教員の最近５年間の学外貢献活動等件数

 Ｈ23年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 計 

社会活動（学外審議会・委

員会・協議会等） 
29 29 29 39 36 162 

公開講座・市民講座・研

修・高大連携授業の講師等
29 37 38 63 56 223 

新聞・雑誌掲載・インタビ

ュー等 
3 2 4 10 8 27 

（出典・参考資料：「総合科学教育研究センター彙報」「総合科学教育研究センター研究業績一覧（別添⑱）」）
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秋田県立大学総合科学研究センター外部評価報告書

外部評価委員会

 本報告書は、秋田県立大学総合科学研究センターの依頼により、以下の通り外部評価委

員会を形成し、評価および審議を実施した内容の報告をするものである。

その結果、各委員の一致した見解は、「総合科学研究センターは、教育・研究・地域貢献

の各分野の活動において、センター長以下、教員各位が常に上昇志向をもって工夫を凝ら

し、改善を重ねておられ、その結果が良好な大学運営に寄与すると共に、学生の満足につ

ながっている」との評価であった。

以下、調査の概要と各評価項目について、評価点(５点満点)をその理由とともに記載する。

調査の概要

 総合科学研究センターによる「自己点検・評価報告書」及び別添資料をもとにした書

類審査

 訪問調査

A) 日時：平成２８年１１月３０日（水）午前 9時から午後 4時
B) 場所：地域連携・研究推進研センター棟 2階 技術相談室、総合科学研究センタ

ー及び関連施設等

内容：

① 学内関係者に対する面談調査

大学側出席者：岡崎弘信教授（センター長）、高橋秀晴教授（人間科学研

究グループ代表）、白山雅彦教授（教職課程担当）、渡部昌平准教授（キ

ャリア教育担当）、阿部高士シニアスタッフ（本荘キャンパス・教務チー

ム）、武田和紀職員（記録）

評価者側出席者：杉本和弘委員、菊地賢一委員、吉成雄一郎委員

② 在学生（４名）に対する面談調査

③ 関連施設視察・授業参観

Ⅰ.教育領域

１．教育目標の設定と公開 評価 ４

【理由】教育目標はセンターのホームページに明確に設定されており、学生への周知もセ

ンターのオリエンテーションで行われている。しかし、学生便覧は学部中心になっており、

センターの記述が少ない。センターの教育理念をもっと広く周知することが、学部の教育
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を支える基礎にもなる。教養教育の理念・目標・位置づけなどについて、学部案内との整

合性をとりながら、大学案内や学生便覧に明確に記載するとともに、学生にも分かりやす

い形で公開することが望まれる。

２. 教育手段 
（１）教育課程の設計、教育手段 評価 ４

【理由】教育目標を効果的に達成可能なように工夫された「カリキュラム編成における基

本的考え方」に沿って教育課程が設計されている。クサビ型カリキュラムにより低学年か

ら専門科目を聴講でき、また高学年でも教養科目を聴講でき、さらに放送大学や県内他大

学の講義も聞けるなど多様な学生の要望に応えている。しかしながら、教養・基礎教育か

ら専門教育に至るまでの学習の流れにおいて、学生がどのようなものを身に付け、それを

どう構造化し、最終的に統合された知を獲得するのかが、必ずしも明確ではない。またそ

の意味を分かりやすく学生に伝える必要もあり、学部と連携しながらの検討が望まれる。

（２）教育の実施 評価 ５

【理由】シラバスは FD委員会の強力なサポートにより学修の指南となるような形に整えら
れており、学習ポートフォリオなどと合わせ、学生の勉学が促進するような工夫がされて

いる。また、ピア・チューターによる「数学・物理駆けこみ寺」など学生のレベルを配慮

した学習支援制度が整っている。さらに入学後の早い時期に研究活動を実践させる「学生

自主研究」など、勉学のモチベーションを高める措置がとられている。

（３）教育組織 評価 ５

【理由】人文科学系と語学系の教員を教育目標に対応して重点的に配置するとともに、一

部教員は二つのキャンパスを移動して講義するなど、困難な環境下で学生中心の教育を行

っている。センター協議会が全体の運営を機能的に行うとともに、センター教員が全学の

各種委員会のメンバーとなり、全学・各学部と円滑な連携がとられている。

（４）教育環境・学生支援 評価 ５

【理由】研究・教育用図書利用のための図書情報センター、英語教育のための CALL教室、
各種体育関連設備など整えられ、利用されている。特に、英語の授業においては、CALL
教室の特徴を生かした授業展開を行っている。また、修学支援・経済的支援・生活支援・

進路指導支援など、学部委員やカウンセラーと連携しながらきめ細かく実施されている点

は評価できる。
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３. 教育（到達）目標の達成 評価 ４

【理由】各科目の目標の達成の判定はシラバスに基づき厳密に行われている。しかし、シ

ラバスの記載には到達目標の設定の簡略過ぎるものが見られる。達成度評価は到達目標に

対応して行われるだけに、全教員の理解を得ながら、到達目標設定と判定基準を厳密化・

公平化するよう一層の検討が望まれる。また、教養基礎教育の目標達成度は、人文科目・

外国語科目などの各 GPAでも評価可能であり、検討が望まれる。なお、英語に関しては、
TOEICや TOEIC Bridgeを導入するなど、外部基準を取りいれており、評価できる。

４. 教育の点検と改善 評価 ４

【理由】教育の点検は、学外的には第三者評価と外部評価により行われており、学内にお

いても教務委員会・カリキュラムワーキンググループで審議か行なわれている。また各種

委員会を通じて学部とのコミュニケ―ションが良く取れ、意欲的に教育点検・改善が行わ

れている。継続的改善例としては、低学力の学生を支援しつつ高学力の学生の意欲を喚起

する科目の補充など、効果を上げている。しかしながら、教育 PDCAサイクルを効果的に
運営するためのCとAを含めた仕組みづくりは必ずしも十分とは言えず、検討が望まれる。

Ⅱ 研究領域

１．研究分野と研究体制 評価 ５

【理由】教養基礎教育を担うというセンターの性格上、所属教員の研究分野は人文科学系、

言語系の広い分野に渡っている。人間科学研究グループでは文学、心理学、社会学、哲学、

体育学など教養教育の根幹を成す分野、言語分野では英語学に特化した分野の研究を行っ

ており、また学内外との学際的連携も行われている。

２．研究活動と成果 評価 ５

【理由】教員は各専門分野で活発な研究活動を展開しており、その成果は「総合科学教育

研究センター彙報」や国内外の学会誌等に論文として、また国内外の学会・研究会で口頭

により発表されている。学術論文を例にとっても一人当たり年平均 1.5報という数値はスタ
ッフの少ない環境下では評価し得る値である。また、科研費や学内資金獲得件数も学内他

組織と比較して遜色ない。

３．研究費、研究環境等 評価 ５

【理由】研究費は、毎年学内教員に一律に配分される校費と、競争的に配分される校費、

科研費などの外部資金がある。教員に対する科研費の保持率はここ数年 50％超であり、学
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内他組織と比べても高水準である。研究環境としては、教員に個室の研究室が与えられ、

また研究遂行に必要な機器・備品類も整えられている。

Ⅲ 地域貢献領域 評価 ５

【理由】県立という大学の性格上、地域貢献は最重要課題のひとつであり、広範囲の分野

で様々な機会を捕え取り組んでいる。学外講演会研修会などの講師や各種審議会委員会な

どの委員としての活動、またマスメディアへの情報発信などを行っている。一人当たり年

平均値で、社会活動等 2.2件、講師等 3.0件という数値は高く評価し得る数値である。


